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会  議  の  概  要 
 
１ 開議 

 

２ 事務局日程説明 

～１０：３２ 

 

３ 議案審査 

 

［理事者入室］市立病院 

 

（１）第２２号議案 平成２２年度病院事業会計決算認定 

＜病院事業管理者＞ 

あいさつ 

＜管理部長＞ 

概要説明 

＜病院総務課長＞ 

資料に基づき説明 

～１１：２３ 

＜吉田委員長＞ 

  内訳等の説明は資料として事前提出いただいた方が審査がスムーズである。今後

検討願う。 

 

［質疑］ 

＜酒井委員＞ 

①Ｐ８、未収金のうち、２月及び３月分の診療報酬を除いた１，２３０万円の詳

細は。 

②Ｐ１８、負担金、補助金等の使途について詳細は。 

③Ｐ６、損益計算書で医業外収益に負担金交付金として一般会計からの繰入が行

われている理由は。病院事業全体に対して、一般会計からの繰入額合計は。 

＜病院総務課長＞ 
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  ①医療の一部負担金で、Ｈ１６の開院時からの累積。経済的な理由で支払えない

場合等があるが、分納誓約等を行い収納に努めている。 

  ②③一般会計からの繰入総額はＰ１８、合計欄５億１，９９１万４千円。 

医業収益として一般会計から繰入される１億６，６０８万２千円は救急経費に

要するもので、繰入がルールとして定められているもの。内、特定収入以外の

不課税収入分は医療収益への繰入分を人件費に充てた分、特定収入の内課税仕

入れに充当した分は診療材料等の消費税が課税される分、その他分は非課税で

あったもの。 

医業外収益として一般会計から繰入される２億９，１３５万６千円は高度医療

等の各項目に該当する分で、繰入がルールとして定められているもの。 

資本的収入として６，２４７万６千円。 

Ｐ６、損益計算書は医業に係る収支を明確にするものであり、一般会計からの

繰入をどの項目に計上するかはルールとして定められている。 

＜立花委員＞ 

  ①Ｐ２２、企業債償還金について開業以来の推移等の資料提出を求める。また、

建設に係る企業債は。 

  ②Ｐ１９、医業収益、その他医業収益、室料差額収益において前年比３００万円

減の理由は。 

＜病院総務課長＞ 

  ①元利償還状況を資料提出する。Ｐ１７、借入先別残高表のうち、政府資金（３

０年償還）及び地方公共団体金融機構（２８年償還）が建設に係るもの。民間

金融機関分は医療機器の購入に関するもので概ね４年償還。 

＜病院事業管理者＞ 

  ②利用率は４％向上。緊急入院が必要な場合など、４人室が確保できないときに

は個室等を利用し弾力的に対応している。また、特別室について、利用件数は

少ないが、利用状況も検討し緊急対応可能な仕様に整備している。 

＜立花委員＞ 

  特別室を廃し一般病室としてはどうか。 

＜病院事業管理者＞ 

  状況に合せて柔軟に対応できる整備はしている。しかし、利用希望もあることか

ら弾力的に取組んでいく。 

＜立花委員＞ 

  特別室を緊急に利用した場合は室料差額を徴収しないのか。 

＜病院事業管理者＞ 

  減免を行っている。また、市立病院は１００床で許可を得ていることからこの許

可に沿った運営を行っている。 

＜山本委員＞ 

  Ｐ２０、給与費、府立医大からの派遣医師の給与等は。 

＜病院総務課長＞ 

  Ｈ２３．３月現在、派遣医師のうち、定期的なのは１８人で支出節は報酬。臨時

的なのは９人、支出節は賃金。単価は半日４万円、１日８万円、及び時間外は超

過勤務手当を支給。 

＜苗村副委員長＞ 

  ①Ｐ２０、修繕費の内訳は。 

  ②一般会計からの繰入れに係る交付税措置は。 
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＜病院総務課長＞ 

  ①主なものとして施設設備１９件、７９７万７千円。医療機器２９件、４５９万

２千円。 

  ②繰入総額５億１，９００万円。一般財源として３億円。残り２億１，９００万

円が交付税措置。普通交付税として、病床割単価５９万４千円×１００床、救

急告示病院として４，４７７万９千円、企業債元利償還金８，９２５万３千円。

特別交付税として、小児医療病床７００万円、基礎年金拠出金９１１万４千円、

共済追加費用９８６万８千円、改革プラン経費５０万円。 

＜苗村副委員長＞ 

  小児医療に係り地域医療機関とのネットワーク化の進展状況は。 

＜病院事業管理者＞ 

  小児科医師が南丹病院及び市内小児科医院と常に連携を持ち、夜間、救急の需要

等に対応している。 

＜苗村副委員長＞ 

  夜間の小児科救急に対応できているということか。 

＜病院事業管理者＞ 

  市民講座等で小児の発熱等に関する健康知識も啓発等も行いながら、南丹病院及

び市内医療機関と連携して対応している。 

＜苗村副委員長＞ 

  Ｐ２１、委託料、医療関連事務５，０００万円、委託医療事務の契約人員数は。 

＜病院総務課長＞ 

  業務に対しての委託であるので具体的な人数まで指示していないが、２０数名で

ローテーションを行っている。 

＜眞継委員＞ 

  ①Ｐ２０、給与費、前年比４，６００万円増は医師の派遣が要因であるならば、

次年度の状況は。 

  ②Ｐ４、収入不足を過年度分損益勘定留保資金で補填したとのこと。その他の現

金勘定はあるのか。 

  ③Ｐ２３、企業債明細書における縁故とは。 

＜病院総務課長＞ 

  ①常勤職員に係るもの、給料で１，７００万円増、手当で２，２００万円増、医

師１名増、医療職は給与据え置きであるが、事務職は減額している。派遣医師

に係るもの、賃金３００万円減、報酬２，６００万円増。法定福利費１，２０

０万円増。退職給与金３，０００万円減。給与費総額で４，６００万円増。 

  ②Ｐ８、Ｐ９、貸借対照表における流動資産と流動負債の差額が約１０億円、理

論的にはこの程度の現金があるべきもの。実際は現金預金８億円及び２月３月

分診療報酬２億８千万円であり現金としては見合う額を有している。損益勘定

留保資金は内部留保資金である。それを現年と過年に分ける。補填財源とする

ためには過年度の留保資金から充てなくてはならないルールがある。別の勘定

項目はない。 

＜管理部長＞ 

  ②２１年度分までの留保資金を充てたので過年度分としている。 

  ③地方債を発行する際、政府及び機構等と区分するために用いる用語である。縁

故債のこと。 

＜眞継委員＞ 
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  ②留保資金は減価償却分であるので、将来の設備投資、修繕等のための資金であ

るはずである。収入不足の補填財源として適当か。 

  ③縁故債の利率は適当か。 

＜病院総務課長＞ 

  ②地方公営企業法に基づく適切な処理である。 

  ③財政担当課において金融機関の見積合わせを行い適切に対応している。 

＜病院事業管理者＞ 

  ①医師を確保し医療を充実させると給与費の増額は起こるものである。 

＜中澤委員＞ 

  医療機器の入札の方法等は。 

＜病院事業管理者＞ 

  医療レベルを向上し患者に還元することは医療スタッフ全体の意思である。医師

の希望を院内選定委員会で整理し、他市の状況等も収集する中で入札等により適

切に対応している。 

＜明田委員＞ 

  ①医師派遣に係る報酬、賃金等の支払先は。 

  ②診療科目ごとの展望は。 

  ③Ｐ２０、薬品費、薬品等の選定方法は。 

＜病院事業管理者＞ 

  ①医師個人。 

  ②医師確保が困難であるが、今後の規模も検討が必要。 

  ③選定委員会で決定する。レベルが高く高額の医薬品等もある。 

［理事者退室］ 

～１２：１５ 

 

 

＜休憩 １２：１５～１３：１５＞ 

 

 

（２）第１２号議案 平成２２年度国民健康保険事業特別会計決算認定 

 

［理事者入室］環境市民部 

 

＜環境市民部長＞ 

あいさつ 

＜保険医療課長＞ 

資料に基づき説明 

～１３：５５ 

［質疑］ 

＜立花委員＞ 

  不納欠損の状況は。 

＜保険医療課長＞ 

  ２２６件、６３，８３１，３２２円。 

＜立花委員＞ 

  収納率は。 
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＜保険医療課長＞ 

  現年分９２．４５％、滞納繰越分１４．３６％。収入済額から還付未済額を控除

し積算したもの。 

＜立花委員＞ 

  ①監査委員からの審査意見書Ｐ１９に記載される収納率９２．５０％と一致しな

いが。 

  ②短期証の発行状況は。 

  ③Ｐ６、一般被保険者高額介護合算療養費、対象市民への周知は。 

  ④Ｐ９、介護納付金、前年比増の理由は。 

＜保険医療課長＞ 

  ②Ｈ２３．５末現在、１月証１２３世帯、２月証２８世帯、３月証７７９世帯、

６月証２７２世帯。計１，２０２世帯。 

  ③１月ごとの高額療養費は一般被保険者高額療養費及び退職被保険者等高額療

養費から支給。介護及び医療の自己負担額が１年で一定額を超えた場合に支給

するもの。医療分として支給したのが６件であり、後期高齢者医療事業及び介

護保険事業から支給しているものもある。対象者へは個別に通知している。 

＜保険医療課副課長＞ 

  ①保険料が２重納付となっており還付が必要なものがある。決算時点においては

還付未済額として計上するが、これを収入に含めるかどうかの違いである。 

＜保険医療課長＞ 

  ④第２号被保険者数の変化及び介護給付費の状況による単価の変化が要因。 

＜立花委員＞ 

  ①収納率として公表するものは市として統一を。要望。 

  ②資格証の発行状況は。 

  ③一般被保険者高額介護合算療養費の支給対象要件は。 

＜保険医療課長＞ 

  ②Ｈ２３．５末現在、１８件。 

  ③被保険者の所得区分によって限度額が変わる。実際の例として、低所得２の区

分に該当する者に対して、限度額は３１万円／年であり、国保医療費で１９万

円、介護で２５万円を負担しており、按分により国保分を支給した。 

＜立花委員＞ 

  資格証１８件の詳細は。 

＜保険医療課副課長＞ 

  居所不明が大部分。 

＜竹田委員＞ 

  ①資格証及び短期証の質疑は毎回行われる。次年度は資料として提出を。 

  ②一般被保険者高額介護合算療養費に係り、申請手続きは必ず必要なのか。 

＜保険医療課長＞ 

  ①提出する。 

  ②振込口座等を把握する必要がある。 

＜苗村副委員長＞ 

  ①Ｐ２、連合会負担金、国保総合システムとは。 

  ②Ｐ１３、医療費適正化特別対策事業費、人間ドック事後追跡調査及び脳ドック

事後追跡調査の実績、効果は。 

  ③不納欠損額前年比増の理由は。 
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＜保険医療課長＞ 

  ①従前は府連合会でシステムを整備していたが、全国規模である国保中央会によ

ってシステム整備が行われた。制度変更に伴う改修経費節減等がメリット。 

  ②Ｈ２２のドックでは重篤な病状が発見された例はなかった。今後も受診勧奨を

行っていく。 

  ③Ｈ２２、２２６件の内訳、転出時効１５９件、資格証２８件、破産１７件、生

活保護等１９件、その他居所不明死亡等３件。Ｈ２１、２２４件であり件数は

変化ない。 

＜苗村副委員長＞ 

  転出が不納欠損理由となるのか。 

＜保険医療課長＞ 

  住民票等で追跡を行う。転出が直ちに不納欠損の理由とはならない。 

＜中澤委員＞ 

  ①不納欠損対象は短期証、資格証世帯が主か。 

  ②Ｐ２、徴収事務費、非自発的失業者に対する保険料軽減措置の対象人数は。 

＜保険医療課副課長＞ 

  ①大部分がそうである。 

＜保険医療課長＞ 

  ②４０７人、計３，０００万円。 

＜苗村副委員長＞ 

  ①保険料の基準所得は。 

②減免実績は。 

＜保険医療課長＞ 

  ①算定時のもの。Ｈ２２、８６万４８３円／世帯、４７万７，０５０円／１人。

Ｈ２３、８７万４，１３４円／世帯、４９万１，７０５円／１人。 

  ②資料提出する。 

＜明田委員＞ 

  Ｐ２、運営協議会事務費、開催状況は。 

＜保険医療課長＞ 

  ３回開催予定だが実績は２回開催。報酬対象委員は６名。 

＜明田委員＞ 

  運営協議会は委員の欠席が多い。対策を。要望。 

＜立花委員＞ 

  決算時点で積算した基準所得額は。 

＜保険医療課長＞ 

  決算時では積算していない。 

＜立花委員＞ 

  ①決算時での基準額は積算時の基準額と変化したことは把握できる。 

  ②国保料の平均額は。 

＜保険医療課長＞ 

  ①国保加入者は常に変動するので積算時点での基準所得となる。それらから所得

の変動は有り得る。 

  ②医療、支援、介護の合算。Ｈ２２、９２，２８２円／１人、１５８，０６６円

／世帯。Ｈ２１、９８，１５９／１人、１６９，５６４円／世帯。料率は据え

置いたことから基準所得が低下していると考えられる。 
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～１４：３０ 

 

［事務事業評価］説明～まとめ 

 

（１）収納率向上特別対策事業費 

＜保険医療課長＞ 

資料に基づき説明 

～１４：３７ 

［質疑］ 

＜明田委員＞ 

  未納徴収専門嘱託職員が行う他の滞納料金の徴収及び具体的な活動状況は。 

＜保険医療課長＞ 

  国民健康保険料、後期高齢者医療保険料及び介護保険料の滞納分を徴収する。市

内地区割りし担当している。 

＜苗村副委員長＞ 

  専門員の訪問により生活保護制度等に繋げる場合は、研修等は。 

＜保険医療課長＞ 

  ５回／年、会議、研修を行い制度の理解を深めている。副課長を中心とし専門員

を統括している。 

＜竹田委員＞ 

  民生委員が専門員である場合はあるのか。 

＜保険医療課長＞ 

  一部ある。 

＜竹田委員＞ 

  他の福祉制度や地域の実情を理解している民生委員は他の制度に繋げる役割も

スムーズにこなせるであろう。専門員同士の情報交換等は。 

＜保険医療課副課長＞ 

  専門員間及び市からも情報交換、研修等も行っている。減免や他の福祉制度等も

合せ、払える状況となるよう努力している。 

＜眞継委員＞ 

  ①市事務事業評価におけるＨ２２年度予算額と実決算額の差は。 

  ②コンビニ収納に係るシステム改修費はＨ２２年度のみか。 

＜保険医療課長＞ 

  ②そうである。 

＜保険医療課副課長＞ 

  ①収納管理システムに係り延滞金等のシステムも整備する予定であったが次年

度に整備することとしたこと等の影響。 

＜立花委員＞ 

  事業手法として有効なものはなにか。口座振替が増加すれば年々収納率が上昇す

るのでないか。 

＜保険医療課長＞ 

  口座振替が最も有効であり促進している。後期高齢者医療制度とともに年金から

の天引き等も有効。納付書納付にはコンビニ収納等で利便が向上している。夜間、

休日等専門員だけでなく職員も対応しているが、コンビニ収納に移行していきた

い。 
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＜立花委員＞ 

  専門員の臨戸訪問への出勤状況及び報酬支払の方法は。 

＜保険医療課長＞ 

  週３回程度は庁舎へ出勤する。徴収した保険料は庁舎へ持参し会計で納入。徴収

額や口座振替勧奨による能率給と基本給により報酬を積算している。 

＜明田委員＞ 

  徴収するのが困難な滞納者もいるであろう。専門員への指導を行う市職員への研

修は。 

＜保険医療課副課長＞ 

  研修、経験、書物、他市の状況及び府の情報等をもとに専門員への研修を行う。 

＜中澤委員＞ 

   払えるのに払わない滞納者への対応は厳しくすることを望む。納付相談記録の活

用は。 

＜保険医療課副課長＞ 

  適切に対応したい。職員、専門員の情報共有等に活用。 

＜立花委員＞ 

  ①納付される保険料に占める専門員が徴収する額の割合は。 

  ②１００％収納への取り組みは。予算は１００％収納を前提に組むものではない

のか。 

＜保険医療課長＞ 

  ①５．８％程度。 

  ②当初予算は前年度収納実績等から積算している。１００％を目標とするのは当

然である。 

［理事者退室］ 

～１５：０５ 

 

［まとめ］ 

＜吉田委員長＞ 

  個人総合評価の集計等から分科会評価を「改善」とする。 

＜全員了＞ 

＜酒井委員＞ 

  若年層への啓発を望む。 

＜立花委員＞ 

  滞納者が払える方法を導ける手法を用いることを望み改善とした。 

＜苗村副委員長＞ 

  多重債務や生活保護など、減免や他の制度の紹介を含めて指導できる体制を。専

門員への研修等が効果を発揮することを望む。 

＜山本委員＞ 

  払える方法を提示できるよう専門員への指導が重要。 

＜吉田委員長＞ 

  ①滞納者からの観点も含めて支払える提案ができるような専門員への研修、②若

年層への啓発、の２点を意見として付する。 

＜全員了＞ 
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＜休憩 １５：２２～１５：３０＞ 

 

 

（３）第１５号議案 平成２２年度老人保健事業特別会計決算認定 

 

［理事者入室］環境市民部 

 

＜保険医療課長＞ 

資料に基づき説明 

～１５：３４ 

［質疑］ 

なし 

～１５：３４ 

 

 

（４）第１６号議案 平成２２年度後期高齢者医療事業特別会計決算認定 

 

＜保険医療課長＞ 

資料に基づき説明 

～１５：４０ 

［質疑］ 

＜立花委員＞ 

  ①歳入、普通徴収の状況は。 

  ②不納欠損処理の状況は。 

＜保険医療課長＞ 

  ①Ｈ２３．２末、特別徴収（年金天引き）６，８９５人、７７．０４％。普通徴収

（口座振替及び納付書）２，０５５人、２２．９６％。 

  ②Ｈ２２が初の処理。計４人、１１１，９３０円、居所不明等が事由。 

＜立花委員＞ 

  普通徴収に係る滞納状況の資料提出を求める。 

＜保険医療課長＞ 

  提出する。 

＜苗村副委員長＞ 

  短期証発行状況は。 

＜保険医療課長＞ 

  ６月証、９人。 

＜中澤委員＞ 

  滞納者への口座振替勧奨は。 

＜保険医療課長＞ 

  納付の基本方法は特別徴収（年金天引き）である。ただし、介護保険料からも天引

きされる為、一定額の残高がない場合後期高齢者医療分は天引きできない。希望す

れば口座振替も可能であるが、滞納すれば年金天引きとなる。手続き上一定期間納

付書対応となる場合もある。 

＜苗村副委員長＞ 

  滞納理由は。 
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＜保険医療課長＞ 

  年金天引きができないのは生活が困窮している場合が多い。また、なかなか制度を

理解してもらえない場合もある。 

～１５：５０ 

 

 

（３）第１１号議案 平成２２年度一般会計決算認定 

 

＜担当課長＞ 

資料に基づき順次説明（歳出） 

～１６：２０ 

［質疑］ 

＜山本委員＞ 

  Ｐ４、みどりの郷広場浄化システム等維持管理委託料の詳細は。 

＜環境政策課長＞ 

  牡蠣ガラで水を浄化するシステム、放流水を生じさせず花壇の散水等に利用。委託

先、亀岡メンテナンス。 

＜苗村副委員長＞ 

  市ＨＰ等での人口と住基登録者数との差違は。 

＜市民課長＞ 

  住基登録人口と外国人登録人口を合計し、市人口としてＨＰで公表している。 

＜明田委員＞ 

  Ｐ４、みどりの郷広場浄化システム等維持管理業務はトイレ設備管理のみか。 

＜環境政策課長＞ 

  公園の植栽管理を含む。 

＜苗村副委員長＞ 

  Ｐ１２、塵芥処理事務経費、一般家庭ごみ処理手数料が全年比０．８％上昇した要

因は。指定ごみ袋が多く使われたということか。 

＜環境事業課長＞ 

  市が管理しているごみ袋を市内１５９店舗に卸した数である。直ちに市民のごみ袋

利用数増加を表すものではない。ごみ処理量は焼却で前年比－１．３％。 

＜苗村副委員長＞ 

  ①Ｐ１３、桜塚工場運転管理経費、ごみ処理量が減少したことに伴う焼却経費の削

減効果は。 

  ②Ｐ１３、医王谷埋立処分場維持管理経費、事業終了の見通しは。 

  ③Ｐ１３、塵芥収集運搬経費、スプレー缶破裂等の事故対策は。 

＜環境事業課長＞ 

  ①燃料費３０万円減、電気料金同等、薬品代８０万円増、単価等の変動によりごみ

焼却量の減少と完全に比例して経費が減少するものではない。 

  ②廃棄物処理法により少なくとも２年間は排水、ガス、地面沈下等が安定しなけれ

ばならない。安定化が図られつつある中で、今後も適切に維持管理を継続する。 

  ③不燃袋に混入するスプレー缶等は、収集時に目視し手で選別、パッカーしない。

またスプレー缶の資源化を試行している。 

＜中澤委員＞ 

  ①Ｐ９、後期高齢者検診事業経費、検診の実施目標、周知等は。 
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  ②Ｐ１３、医王谷の活用方針は。 

  ③Ｐ１６、し尿収集経費、将来的な公社と民間会社の役割分担は。 

＜保険医療課長＞ 

  ①検診数は努力目標である。キラリお知らせで周知。 

＜環境事業課長＞ 

  ②全体１９万７千㎡、うち埋立地面積５万８，４００㎡。全体面積の内約半分は平

和台公園となっている。安定化を図りながら検討していきたい。 

  ③当面は２社委託を継続。 

＜山本委員＞ 

  Ｐ１１、浄化槽設置整備経費、助成対象件数と設置実績は。 

＜環境政策課長＞ 

  対象は別院、畑野など２，０００基、内３割程度は設置済み。 

＜立花委員＞ 

  ①Ｐ１１、清掃総務費、地域で清掃を行う場合に配布する旧ごみ袋について。 

  ②集積場において、収集できないものが指定袋に入っていた場合、収集作業員によ

って回収可否の判断に差がある。具体的には焼却灰。手引きの改善を。 

＜環境政策課長＞ 

  ①現在は新袋を配布している。地域で行う清掃で発生したごみは一旦エコトピアで

受け入れ、可不燃を分別する。家庭ごみでないので集積場に出すものではない。 

＜環境事業課長＞ 

  ②不適正なごみ出しには赤紙を貼付し適切な対応を促している。職員により判断の

差がでないよう引き続き指導していきたい。焼却灰は原料が判別できないことか

ら一般廃棄物処分場では処理できない。手引き等改善したい。 

＜立花委員＞ 

  収集できないものとして焼却灰と明記を。要望。 

  Ｐ１９、水生生物調査に係り実施報告書の提供を。 

＜環境政策課長＞ 

  第２次亀岡市環境基本計画策定資料として用いたものである。計画を策定すれば配

布する。 

＜立花委員＞ 

  調査自体は独立してなされたものであるが。 

＜環境市民部理事＞ 

  希少生物や特別天然記念物等の生息地も記載されていることから、環境基本計画と

して整理したうえで提供したい。 

＜苗村副委員長＞ 

  Ｐ１９、緊急雇用創出事業としての雇用実績は。 

＜環境市民部理事＞ 

  専門家１名、補助１～２名。詳細は後ほど報告する。 

＜酒井委員＞ 

  Ｐ２０、訪問販売お断りシールの作成状況は。啓発ティシュの配布状況は。冊子「く

らしの豆知識」の配布状況は。府補助金の対象事業として定められているものは。

教育啓発備品パソコン等の活用状況は。 

＜市民課長＞ 

  シールは啓発事業として今年度作成。ティッシュは講座開催時及び庁舎エントラン

スホール等で活用。くらしの豆知識は毎年度作成し講座等で活用。パソコン等は講
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座で活用。 

～１６：５１ 

 

＜担当課長＞ 

資料に基づき順次説明（歳入） 

～１７：０４ 

［質疑］ 

なし 

 

［理事者退室］ 

 

 

散会 ～１７：０５ 

 

 


